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Ⅰ．はじめに
　平成15年（2003年）、地方自治法の一部改
正（平成15年9月2日施行）により、公の施設
の管理において、これまでの管理委託制度に
代わり、指定管理者制度が導入されることと
なった。管理委託制度では、公の施設の設置
者である自治体との委託契約をもって、管理
受託者は当該施設の管理業務を行った。その
場合、公の施設の管理主体となる管理受託者
は公共団体等に限られていた。すなわち地方
公共団体の出資法人で一定要件を満たすもの
（2分の1以上の出資法人、4分の1以上の出資
法人のうち2分の1以上の役員の派遣法人等）、
公共団体、および農協、生協、自治会などの
公共的団体であった1）。これに代わり、指定
管理者制度は、地方公共団体との協定をもっ
て、指定管理者は地方公共団体より管理業務
の権限を委任され業務を行う。この場合、指
定管理者は議会の議決を経て指定された法人
その他の団体となり、株式会社、公益法人、
およびNPO法人などの団体でも指定管理者と
なり得、公の施設の管理業務を行うことがで
きるようになった。すなわち公の施設の管理
受託者の範囲が民間事業者にまで拡大され
た。公設民営方式が広まりを見せてきたので
ある。
　こうした動きの背景には、成熟した日本社
会の経済の成長鈍化からもたらされる地方公
共団体の税収の落ち込みと、行政サービスへ
の地域住民のニーズの多様化に対する、形式
化された従来の行政サービスとのコンフリク
トが存在する。指定管理者制度は、こうした
社会の閉塞性に対し、民間事業者の知見と活
力をもって風穴を開けようとするものである。
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1） 平成3年（1991年）4月2日、地方自治法の一部
を改正する法律（法律24号）が交付、施行され、
第二百四十四条の二 第３項について、「公共団体
又は公共的団体」を「普通地方公共団体が出資
している法人で政令で定めるもの又は公共団体
若しくは公共的団体」に改め、「３ 普通地方公共
団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成
するため必要があると認めるときは、条例の定
めるところにより、その管理を普通地方公共団
体が出資している法人で政令で定めるもの又は
公共団体若しくは公共的団体に委託することが
できる。」とし、公の施設の管理主体の範囲を
拡大した。また、「４ 普通地方公共団体は、適
当と認めるときは、管理受託者（前項の規定に
基づき公の施設の管理の委託を受けたものをい
う。以下本条において同じ。）に当該公の施設
の利用に係る料金（次項において「利用料金」
という。）を当該管理受託者の収入として収受
させることができる。５ 前項の場合における利
用料金は、公益上必要があると認める場合を除
くほか、条例の定めるところにより、管理受託
者が定めるものとする。この場合において、管
理受託者は、あらかじめ当該利用料金について
当該普通地方公共団体の承認を受けなければな
らない。６ 普通地方公共団体の長又は委員会
は、委託に係る公の施設の管理の適正を期する
ため、管理受託者に対して、当該委託に係る業
務又は経理の状況に関し報告を求め、実地につ
いて調査し、又は必要な指示をすることができ
る。」を加え、公の施設の管理委託制度を設けた。
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　指定管理者制度は、こうした背景のもとで、
「公の施設の管理主体を民間事業者、NPO法
人等に広く開放する」ことを目的に設けられ
た。具体的には、「（1）民間事業者の活力を活
用した住民サービスの向上、（2）施設管理に
おける費用対効果の向上、（3）管理主体の選
定手続きの透明化」を目的としている2）。
　指定管理者制度は、経営機能と業務機能の
垂直的分化と考えられる。指定管理者は施設
を所管する担当部署より部分的に権限を委譲
され管理業務にあたる。さらに、地方公共団
体と指定管理者は、協定により管理を委任す
る、受託するの関係にある。指定管理者には
預けられた公的資産を責任をもって管理運用
する受託責任あるいは管理責任が発生し、そ
の責任のもとで、地方公共団体に代わって公
の施設を有効に活用し、住民へのサービスを
提供する担い手となる。地方公共団体と指定
管理者は、施設の設置者と管理主体という関
係性を有して、指定管理者制度が登場した目
的の実現に向けて共に活動する、組織間協働
関係であると理解することができる。
　とはいえ、地方公共団体と民間事業者では、
前者は公共の福祉、後者は営利という本来の
活動目的を異にする組織であり、関係の構築
の仕方によっては、組織間の協働に齟齬の出
る可能性も潜んでいる。指定管理者にとって
は、公共の福祉の最大化を求めることよりも
自己の組織の利益を最大化することの方を優
先することもありうる。また、現場に関する
情報の非対称性により、指定管理者が利己的
で機会主義的行動を起こし地方公共団体のコ
ントロールの行き届かない事態が生じないと
も限らない。このような場合、地方公共団体
は、指定管理者が地方公共団体の望む方向に
行動するようコントロールしなければならな
い。
　指定管理者制度を採用された公的施設の運
営には「公共性」と「経済性」の両面の実現
が期待されている。公の施設の管理における
変化は、公の施設の運営に新しい価値を創造
すると期待され生まれた。新しい価値は、社
会に必要とされる価値であり、それを創造し
ないのであれば、わざわざリスクを生むシス
テムに頼ることなく直営あるいは管理委託に
すればよい。指定管理者は新しい価値の創造
に努力し、また地方公共団体は、価値を生む
よう指定管理者を促し、支援し、かつ、その
価値を見極める力量を持たねばならない。
　本論の目的は、こうした特質を持つ指定管
理者制度における組織間協働について、マネ
ジメント・コントロールの視点から考察し、
そのあり方を検討することである。結論を先
に述べると、指定管理者制度における組織間
マネジメント・コントロールは「信頼関係」、
「協力関係」、「競争関係」の諸要素が相乗効果
を生むことにより組織間協働を最適にすると
考えられる。
　本論の構成は、第Ⅱ章において先行研究、
第Ⅲ章において公の施設と指定管理者につい
て、第Ⅳ章においてマネジメント・コントロー
ルについて、第Ⅴ章において地方公共団体と
指定管理者の間の組織間協働システムにおけ
るマネジメント・コントロールを分析、第Ⅵ
章において指定管理者制度におけるマネジメ
ント・コントロールについて考察、第Ⅶ章に
おいて本論の要約と今後の課題についてまと
める。
Ⅱ．先行研究
　指定管理者制度に関する研究は、制度発足
から数多く為されている。それらは、公園、
病院、図書館、スポーツ施設、博物館、文化
会館、公民館等の施設をターゲットに実態を
調査研究し、指定管理者制度により公の施設
の公共の福祉がどれほどに遂行されているか
の検証、および指定管理者が立たされている
窮状を記述、問題点を指摘している3）。
　しかしながら、指定管理者制度を会計及び
管理会計の視点から研究分析した文献は少な
2） 総務省「地方自治制度の概要、第二編、普通地
方公共団体、公の施設」
3） 指定管理者制度の現状を把握するには、『月刊指
定管理者制度』株式会社ビルネットなどの月刊誌
から情報を得ることができる。
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い。その中で、望月（2012）は、指定管理者
制度が地方公共団体や民間企業などの異なっ
た役割や目的を有した組織の集合体であるの
で、メゾ管理会計の視点から考察するべきで
あると述べている。加藤（2012）は、地域の
活性化が期待される指定管理者制度に、管理
会計がどのように関わっていくべきか考察し
た。望月（2014）は、モニタリングについて、
望月（2016）、望月・佐藤・加藤（2014-2015）
は、指定管理者制度の官民の目的の違い、業
績評価体制の問題点などから、マネジメント
システムのあり方について述べている。金山
（2015）は、指定管理者制度におけるNPO運
営間の収入状況を調査し、その課題について
論じた。
　以上、会計学研究者で指定管理者制度を研
究対象にした文献の数はまだまだ少なく、今
後、制度を効果的に運用できるように改善し
ていくためにも、当分野からのさらなる研究
が期待されなければならない。
Ⅲ．公の施設と指定管理者制度
1．公の施設
　公の施設とは、地方自治法第十章公の施設、
第二百四十四条において、「普通地方公共団体
は、住民の福祉を増進する目的をもつてその
利用に供するための施設（これを公の施設と
いう。）を設けるものとする。２ 普通地方公
共団体（次条第三項に規定する指定管理者を
含む。次項において同じ。）は、正当な理由
がない限り、住民が公の施設を利用すること
を拒んではならない。３ 普通地方公共団体
は、住民が公の施設を利用することについて、
不当な差別的取扱いをしてはならない。」4）
と謳われている。
　公の施設とは、地方公共団体が住民の福祉
の増進という確固たる目的をもって設ける施
設であり、住民の利用に供される施設である。
公の施設の概念は、公の施設の管理業務を実
施する者にとって、まず念頭に置かなければ
ならない事項である。公の施設の管理は施設
の公的性格から、利用の公平性が求められ、
それ故、管理を行うものにも公共的視点が欠
けることのないよう厳しく配慮されなければ
ならない。
2．指定管理者制度
　さらに同法第二百四十四条の二において、
「３ 普通地方公共団体は、公の施設の設置
の目的を効果的に達成するため必要がある
と認めるときは、条例の定めるところによ
り、法人その他の団体であつて当該普通地
方公共団体が指定するもの（以下本条及び第
二百四十四条の四において「指定管理者」と
いう。）に、当該公の施設の管理を行わせる
ことができる。４ 前項の条例には、指定管
理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の
基準及び業務の範囲その他必要な事項を定め
るものとする。５ 指定管理者の指定は、期
間を定めて行うものとする。６ 普通地方公
共団体は、指定管理者の指定をしようとする
ときは、あらかじめ、当該普通地方公共団体
の議会の議決を経なければならない。７ 指
定管理者は、毎年度終了後、その管理する公
の施設の管理の業務に関し事業報告書を作成
し、当該公の施設を設置する普通地方公共団
体に提出しなければならない。８ 普通地方
公共団体は、適当と認めるときは、指定管理
者にその管理する公の施設の利用に係る料
金（次項において「利用料金」という。）を
当該指定管理者の収入として収受させること
ができる。９ 前項の場合における利用料金
は、公益上必要があると認める場合を除くほ
か、条例の定めるところにより、指定管理者
が定めるものとする。この場合において、指
定管理者は、あらかじめ当該利用料金につい
て当該普通地方公共団体の承認を受けなけれ
ばならない。10 普通地方公共団体の長又は
委員会は、指定管理者の管理する公の施設の
管理の適正を期するため、指定管理者に対し
て、当該管理の業務又は経理の状況に関し報
告を求め、実地について調査し、又は必要な
指示をすることができる。11 普通地方公共
団体は、指定管理者が前項の指示に従わない
4） 地方自治法（昭和二十二年四月十七日法律第
六十七号）最終改正：平成二八年六月七日法律
第七三号　第十章　公の施設（公の施設）第
二百四十四条
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5） 同法同章（公の施設の設置、管理及び廃止）第
二百四十四条の二
ときその他当該指定管理者による管理を継続
することが適当でないと認めるときは、その
指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業
務の全部又は一部の停止を命ずることができ
る。（公の施設の区域外設置及び他の団体の
公の施設の利用）5）」と規定されている。
　上記から、指定管理者について以下の事項
がまとめられる。（1）法人その他の団体、す
なわち民間の団体が、公の施設の管理業務を
行うことができる。（2）前述（1）の団体を
条例により指定管理者といい、指定管理者に
ついては条例を設ける。（3）指定期間を定め
る。（4）指定において議会の議決を経る。（5）
指定管理者は毎年度事業報告書を作成し、地
方公共団体に提出する（6）施設の利用料金
は指定管理者が定めることができ（地方公共
団体の承認を受けなければならない）、指定
管理者の収入となる。（7）地方公共団体は指
定管理者を監督し、必要な指示を出すことが
できる。（8）地方公共団体は必要に応じて指
定管理者に対し指定管理を取り消すことがで
きる。
　指定管理者は、公の施設の管理業務を地方
公共団体の代行として実施するが、移譲され
た権限と与えられたインセンティブのもとで
行うことができる。それ故、指定管理者は、
施設をどのように運営するかについて自身の
持つノウハウやアイデアを権限の範囲内で自
由に活かし実施することができる。指定管
理者制度においては、民間事業者、NPO法人
等の団体も運営主体となることが可能になっ
た。これらの団体が持っている能力を活用す
ることで、指定管理者制度の目的であるサ－
ビス水準向上効果およびコスト削減効果が期
待されている。
　この制度の変更は、地方の自律を促し、地
域の活性化に弾みをつけたい思惑と、地方公
共団体の財政難を克服する策として、公の施
設の運営に民間事業者の持つ様々なノウハウ
や創意工夫する能力を活用し、効率的・効果
的なサービスの提供を行う施設運営を実現し
ていこうとする考えから生まれた。日本社会
の成熟化に伴い経済が成熟化し、地方公共団
体の税収が伸び悩みを生じ、また地域住民の
行政サービスに対する要求が多様化するとい
う傾向の中で、これまでの公共団体による形
式的で硬直的な管理運営では行き詰まりを呈
した。そこで民間の能力を得て行き詰まりを
打破しようという流れである。公の施設の管
理を民間事業者に開放し、民間でできるとこ
ろは民間に任せ、民間の活力を生かしながら
地方や国の活性化を図る考えである。
　この制度の実施には、施設を所管する担当
者および業務を受託する指定管理者双方が、
施設に付託されたミッションを明確に理解し
把握しておくことが基本である。勤労者会館
であるにもかかわらず、勤労者向けの夜の会
館利用よりも老人向けに平日日中の会館活用
に傾注し、利用者を集めていることを誇らし
げに報告する指定管理者がいるとすれば、本
来の評価に値しない。そのことをモニタリン
グや業績評価に反映しなければならない。
　この制度の実施から10年以上を経て、問題
も散見される。例えば、コスト削減圧力に対
する指定管理者の疲弊、指定管理者の取消・
退出、サービス水準向上策の枯渇、適切なモ
ニタリング・評価のあり方、施設の老朽化へ
の対応などである。また、すべての施設にこ
の制度を適用するのではなく、個別の施設の
特性に合った制度の導入の仕方を考える必要
がある。こうした問題点に対して、丁寧にか
つ迅速性を持って対処していかねばならな
い。
3．制度の普及
　指定管理者制度は、多様化する住民ニ－ズ
に効果的、効率的に対応し、かつコスト縮減
を図るため公の施設の管理に民間の能力を活
用、および管理主体の選定手続きの透明化を
目指して設けられた制度である。制度を導入
する施設数について概観すると、指定管理者
制度を導入する施設は増加の傾向にある。総
務省の平成27年度調査によると、全国で指定
管理者制度が導入されている施設数は76,788
施設 あり、前回調査（平成24年度）の73,476
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施設より3,312施設増加した。また、前々回
調査（平成21年度）の70,022施設からみると
6年間で6,766施設増加した。
　そのうち株式会社、NPO法人、学校法人、
医療法人等の民間企業等が指定管理者である
施設は、平成27年度全国で29,004施設、全体
の約37.8％であり、平成24年度調査の24,384
施設より4,620施設増加した。図1は、全国の
公の施設において、指定管理者制度を導入し
ている施設のうち、民間企業等による指定管
理施設とそれ以外の指定管理施設の内訳を示
したものである。積み上げ式棒グラフの下段
から都道府県、指定都市、市区町村が設置者
となる施設の数を示している。
　民間企業等が指定管理者として管理業務を
行っている施設は、平成27年度において都道
府県2,397施設、 指定都市3,514施設、市区町
村23,093施設であり、平成24年度から平成27
年度にかけてすべてのセグメントにおいて増
加している。また、指定管理者制度が導入さ
れている施設の中に占める民間企業が指定管
理者となっている施設の割合は、平成27年度
において都道府県34.6％、指定都市44.0％、 
市区町村37.0％であり、平成24年度調査より
もすべてのセグメントにおいて伸びている状
況である。6）
Ⅳ．マネジメント・コントロール
　マネジメント・コントロールとは、R. N. 
Anthony & V. Govindarajanによれば、「組織の
戦略を遂行するために、マネジャーが組織の
他のメンバーに対し影響を与えるプロセスで
ある7）」。このときマネジメント・コントロー
ルの主要な役割は戦略の実行であり、マネジ
メント・コントロールはマネジャーが戦略を
履行する際に用いるツールである。組織構成、
＊ 棒グラフの下段より凡例に示された□都道府県、
□指定都市、□市区町村の積み上げ。
　 データ出所：総務省「公の施設の指定管理者制度
の導入状況等に関する調査結果」平成24年11月6
日公表および平成28年3月25日公表のデータを基
に作成
図1　全国指定管理者制度導入施設
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39,709  
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38,874  
23,093  
24 27
民間企業以外が指定管理者の施設数民間企業等が指定管理者の施設数民間企業以外が指定管理者の施設数民間企業等が指定管理者の施設数
6） 総務省「公の施設の指定管理者制度の導入状
況等に関する調査結果」平成24年11月6日公
表  http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/ 
01gyosei04_02000039.html および平成28年3月25 
日公表  http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/ 
01gyosei04_02000015.html
7） Robert N. Anthony & Vijay Govindarajan, 
Management Control Systems, McGraw-Hill/Irwin, 
2007, p.6.
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人的資源マネジメント、風土およびマネジメ
ント・コントロールが相互に関連し合いなが
ら戦略は遂行される。組織内の責任の分担や
役割を特定する組織構成、戦略遂行に求めら
れる知識やスキルに関する従業員のトレーニ
ング、評価、プロモートなどの人的資源マネ
ジメント、明示的にあるいは暗黙裡に管理活
動を導いてしまうような共通の信念や規範を
指す風土、これらを相互に関連させながらマ
ネジメント・コントロールは戦略遂行に貢献
する。
　マネジメント・コントロールは活動の循環
サイクルを含むフォーマルなシステムによっ
て促進されるが、遂行時に、予定された環境
とは異なる状況に直面した場合であっても、
変化した環境に適合するアクションを選択す
るよう、マネジメント・コントロールが行わ
れる。マネジャー間のあるいはマネジャーと
下位者との間のインフォーマルなインタラク
ションが存在し、情報のインタラクションが
生じる。こうした情報のインタラクションを
漸次システム内に採り入れ、フォーマルなシ
ステムとしてクローズドループを構成してい
く。
　R. Simonsは、業績評価システムとコント
ロール・システムについて、「マネジャーが組
織行動のパターンを維持または変更させるた
めに用いる、フォーマルな（制度化された）
情報伝達の手順や手続き8）」と定義する。そ
こでの重要な要素は「情報の伝達」、「制度化
された手順や手続き」、「マネジャーが利用す
る」、「組織行動のパターンを維持または変更
させるために用いられること」である。また、
この定義の中には、「マネジャーが他の人の意
思決定や行動に影響を与える」という要素も
含まれている。R. Simonsは、戦略を伝達し、
コントールするためには２つのタイプのコン
トロール・システムがあるとする。それらは、
（1）診断型コントロール・システム（diagnostic 
control system）、（2）対話型コントロール・シ
ステム(interactive control system)である。
　診断型コントロール・システムは、業績結
果が、事前に設定した業績水準からどれだけ
乖離しているかをモニターするための情報シ
ステムである。そのプロセスは、（1）目標の
設定、（2）結果の計測、（3）業績差異の計算、
（4）差異情報を用いてフィードバックし、目
標や標準レベルを達成するための改善策を講
じる、で構成される。マネジャーは重要業績
指標を見て戦略の遂行をモニターする。異
常があれば、その時、原因を究明し是正措
置を指揮する。すなわち、例外による管理
（management of exception）を行う。
　対話型コントロール・システムは、マネ
ジャーが部下の決断に関与するための情報シ
ステムである。変化する環境の中では診断型
コントロール・システムとは異なるシステム
が必要であり、マネジャーは組織の構成員た
ちと議論や対話を繰り返しながら、情報を収
集、同時に注目すべき情報などを明示し、予
期しない機会や脅威に対して創発的戦略を策
定できるようにコントロールする。学習をす
ることで、変化する環境にマッチした新しい
戦略を創造できるようコントロールするので
ある。
　R. N. Anthony & V. Govindarajan とR. Simons
のマネジメント・コントロール概念について
概観してきた。いずれも、マネジメント・コ
ントロールは組織の戦略を遂行するプロセス
であり、情報を用いて、他者に働きかけ成果
の達成を図ろうとするものである。戦略策定
が機会や脅威を識別する非システマティック
なプロセスであるのに対し、マネジメント・
コントロールはほぼ固定されたタイムテーブ
ルにしたがった循環の中に生じる。また、マ
ネジメント・コントロールはあらゆる階層の
構成員を含む。情報を伝達することで、組織
はコントロールされ得る。情報によって、戦
略が効果的に遂行されているかをサイバネ
ティックに診断し、次の意思決定を行う。加
えて、不確実な環境にも対応できるように、
インタラクティブなコントロールを通して学
習しながら創発的に戦略を実施する。
8） Robert Simons, Performance Measurement &Control 
Systems for Implementing Strategy, Prentice-Hall, 
2000, p.4. 伊藤邦雄監訳、『戦略評価の経営学―
戦略の実行を支える業績評価と会計システム
―』、ダイヤモンド社、2003年、P.5。
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　どのようなマネジメント・コントロールシ
ステム（R. Simonsのいうところの業績評価シ
ステムとコントロールシステム）を設計する
かは個々の組織により異なるところであり、
またシステムは一つではなく複数が連携する
ものであるが、設計されたシステムは他者の
行動に影響を与え、戦略の遂行の成否に影響
を与える。
Ⅴ．指定管理者制度におけるマネジメント・
コントロール分析
　マネジメント・コントロールは情報に基づ
いてマネジャーが他者を方向づけ、コント
ロールすることであるが、指定管理者制度に
おいて、マネジメント・コントロールはどの
ように機能しているのであろうか。本節では、
指定管理者制度におけるマネジメント・コン
トロールについて分析する。
　指定管理者制度は、経営機能と業務機能を
垂直的に分化し、権限と責任の委譲を行った
ものである。その構図は、重合的なマネジメ
ントシステムとなる。すなわち、指定管理者
内のマネジメントシステムに対し、それに影
響を行使する地方公共団体のマネジメントシ
ステムが存在する。指定管理者のマネジメン
トシステムは、地方公共団体のマネジメント
システムの制約の中で、自律的に機能する。
指定管理者は自己のマネジメントシステムに
関する情報を定期的に地方公共団体に報告
し、地方公共団体はその情報をを採り入れた
マネジメントシステムを機能させる。環境の
変化に対して、指定管理者マネジメントシス
テムは、地方公共団体の掲げる方針の中で、
時には独断で、時には地方公共団体と対話を
持ちながら、代替的行動を自律的に意思決定
する。地方公共団体と指定管理者はそれぞれ
独立した異なる組織であり、組織間マネジメ
ント・コントロールを前提にした重合的マネ
ジメントシステムを想定する必要がある。
　指定管理者制度は、施設の管理業務を指定
管理者に任せることにより、次のような管理
上のメリットを生むことができる。
（1 ）施設を所管する担当部署は施設の管理業
務から解放され、地域に広がる所管施設間
の資源配分や全体の目標・方針を決定する
意思決定業務に能力を傾注することができ
る。
（2 ）各施設の指定管理者は、自律的に行動す
るので、環境の変化に対して敏感に、迅速
に、弾力的に対応することができる。
（3 ）各施設に特有な管理技法に精通したプロ
フェッショナルな事業者が管理者となる可
能性があるので、施設の維持管理水準およ
び提供するサービスの水準を向上させ、か
つ無駄を省いたリーン管理を実現すること
ができる。
　しかしながら、経営機能と事業機能の分化、
すなわち権限の委譲は問題点も生じさせる。
地方公共団体と指定管理者はそもそも異なる
組織体であることから、両者の間には利害の
対立が存在する。それに加えて、両者の間に
は情報の非対称性が生じる。それらにより次
のような問題点が想定しうる。
（1 ）情報の非対称性により、所管担当部門お
よび上層部の経営意思決定において施設の
現場に関する情報が不足し、適切な意思決
定を行うことに支障を生じる。並びに情報
の非対称性により所管担当部署が指定管理
者を評価する際に適切な評価に支障を生じ
る。
（2 ）指定管理者は、自己防御から、報告にお
いて数値の操作やスラックを生じさせる可
能性がある。
（3 ）地方公共団体は指定管理者による機会主
義的な行動に対して疑念を持つ。
　以上の問題点については、エージェンシー
理論からも指摘することができる。地方公共
団体が公的施設の直接管理を行うのではな
く、管理に関するかなりの権限を指定管理者
に委ねることは、指定管理者がエージェント
となり、公的施設のエージェンシー化と考え
ることができる。指定管理者は施設の設置者
である地方公共団体に代わって、施設のミッ
ションを遂行する。指定管理者はプリンシパ
ルである地方公共団体のエージェントとし
て、地方公共団体から委託された経営資源（こ
こでは公的施設）を効果的に利用し、地方公
共団体の利益を最大化させる責任を負うこと
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となる。
　しかしながら、ここで問題が潜む。指定管
理者は必ずしも地方公共団体の最大利益を目
的としていない可能性があるからである。会
計研究にエージェンシー理論を応用した先行
研究では、エージェントに真実の利益を報告
させることと、（報告）利益を最大化する行動
をとらせることは不可能であることが明らか
にされ、ある程度の利益マネジメントは許容
せざるを得ないと示されている9）。
　経営資源（公的施設）を委託した地方公共
団体は、ミッション遂行という責任を果たすた
めの十分な努力を指定管理者から引き出せる
ように、リスクの分配を含め、インセンティブ
の仕組みを設計することが必要となる。また、
インセンティブの仕組みを設計するだけでは
なく、指定管理者が十分な努力を払っている
かどうかをモニターすることも必要である。
　以上、指定管理者制度を設けることにより
享受できるメリットと、制度から生じる問題
点をまとめた。メリットについてはそれら
を利用し更に助長していくようなマネジメン
ト・コントロール・システムを構築していく
ことが重要であり、問題点についてはそれら
を軽減あるいは克服するようなモニタリング
を含めたシステムの構築とインタラクティブ
な働きかけを行う必要がある。
Ⅵ．考察
　日本企業における組織間の管理システムに
関する先行研究において、加登（1994）は日
本企業が「原価企画」を行う際のアセンブ
リメーカー（バイヤー）とサプライヤーの
関係およびサプライヤー間の関係について、
「競争的共生」であると分析した。「競争的
共生」を支える要素として（1）復社発注方
式（2）競争の中の長期継続性（3）取引を失
うことの脅威（4）参入退出のバリアーの4つ
の特徴があり、それらを強化する要素が（1）
相互侵入・相互干渉（2）情報拡散と情報共
有であるとした10）。復社発注方式とは、「オー
バーラップ供給体制」とも呼ばれ、サプライ
ヤー側は類似する部品のバリエーション内で
それぞれオーバーラップしてメインサプライ
ヤー・サブサプライヤーとなり、受注する。
1部品に対してサプライヤーの数が少ないの
で大量受注が可能となり、規模の経済性を発
揮できる。サプライヤーが少数であること、
および互いにモニタリングしながら契約とな
るケースもあることから、相互に拘束的状況
となり、信頼関係が強い。能力のあるサプラ
イヤーは、継続契約となり長期の関係を持つ
ことになる。長期の関係は信頼性を増し、コ
ストを抑え品質の良い製品を作るという共通
の目標に向かって議論するとき、エンジニア
達に異なる会社の社員であることを忘れさせ
るほどに緊密な関係になるとのことである。
誤解を招いてはいけないことは、信頼関係の
ある長期契約は、安定的な状況から来るので
はなく、取引を失うことの脅威から、サプラ
イヤーが部品に対する研究を重ね、能力を増
したことの結果である。サプライヤーはメイ
ンサプライヤーから陥落するかもしれないと
いう競争的状況の中に常にいるのである。競
争的状況は緊張関係を生み、それはサプライ
ヤーの能力を向上させ、長期の契約関係を生
み、メーカーとサプライヤーの密接な関係を
構築することになった。そうなると、この市
場からサプライヤーは退出しにくくなり、ま
た新規参入も困難な状況となる。互いの状況
に関する情報を把握するようになり、相互に
干渉する関係となり、目標達成のために協働
する体制が強化される。メーカーとサプライ
ヤーを結び付けるメカニズムがここに存在し
ている。製品の品質を高度に維持しつつ目標
原価を達成するという「原価企画」の困難な
9） 椎葉淳「業績管理会計の経済学的分析」『体系現
代会計学第10巻業績管理会計』第4章、谷武幸
他編集、中央経済社、2010年、p.104。椎葉は
Crocker and Slemrod“The Economics of Earnings 
Manipulation and Managerial Compensation,” The 
RAND Journal of Economics, Vol.38,No.3の研究を
紹介した。
10） 加登　豊「自動車産業におけるサプライヤー関
係―製品開発・原価企画活動の海外移転のた
めの基礎分析―」谷武幸編著『現代企業の管
理システム』第10章、税務経理協会、平成6年、
pp.197〜219。
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活動は、アセンブリーメーカーとサプライ
ヤーとのこうした関係から成し得ていること
が窺い知れる。
　加登（1994）の指摘は指定管理者制度の運
営にも多くの点で示唆を与え、そこから次の
ことが導き出されると考える。すなわち指定
管理者制度における地方公共団体による指定
管理者に対する組織間マネジメント・コント
ロールは、「信頼関係」、「協力関係」、および「競
争関係」の3つの要素が相互関係し、シナジー
効果を生むことで、最適性を成就する。
　地方公共団体は指定管理者との信頼関係を
醸成するために、まず、当該地域行政の理念
および施設のミッションについて説明し、指
定管理者はそれを十分に理解する。公的存在
の地方公共団体と営利事業者の指定管理者と
では組織の持つ本来の目的は異なる。しかし
ながら指定管理者は公の施設のミッションを
果たすことが責務である。互いに施設のミッ
ションを共有し、同じ方向に向かって活動す
る意識を持つことがまず基本となる。信頼関
係を醸成する出発点である。
　そのうえでリスクの分配と、利用料金制、
報奨金制度、自主事業に代表されるインセン
ティブについて確認し、両者は合意する。さ
らに、達成すべき成果について明示し、指定
管理者の活動成果に対し、客観的にかつ公正
に評価できる体制を築く。評価の結果は指定
管理者の継続的採用と連携させる。
　指定管理者は、良好な評価を得ようと能力
の向上に自ら努力する。その努力の結果、高
い成果を示すことに成功し、採用が継続され、
長期の契約となる。長期の採用は、施設運営
への更なる理解を増し、指定管理者の地方公
共団体への、更には地域への理解と連帯感お
よびコミットメントが高まり、指定管理者制
度の目的である住民のニーズに合ったサービ
スの提供とコストの縮減の達成に弾みがつ
く。このようなメカニズムの中で、両者の間
に強い絆と信頼関係が醸成されることとな
る。信頼は指定管理者の利己的で機会主義的
行動を低減させ、指定管理者に施設の目的を
果たそうとする自発的な行動を引き起こす。
地方公共団体と指定管理者の利害は一致し、
指定管理者は、サービスの向上とコスト縮減
を達成することで自己の満足と効用を最大化
させるようになるのである。
　重要なことは、（1）地域行政の理念および
施設のミッションを明らかにし、指定管理者
と共有することである。土俵を同じくして協
働しなければならない。理念の実現を通じた
制度の管理と運用を行う仕組みが必要であ
る。（2）目的を反映した戦略（事業計画）を
立て、戦略（事業計画）遂行のための目標を
明示する。目的が住民のニーズに合ったサー
ビスの提供とコストの縮減であるならば、そ
れを達成するための戦略（事業計画）を立て
る。効果的にマネジメントシステムを運用す
るには、常に活動方針に実際の活動を照らし
合わせて実施していくことが重要である。期
待された社会的責任を実現すると同時に、指
定管理者の事業機会を最大化するために、経
営資源の配分などを通じて、組織を効率的に
運営する。進むべき方向を明確にすれば、経
営資源の集中が可能となり、効率的により良
い成果を達成できる。経営理念や顧客のニー
ズが指定管理者の経営戦略（事業計画）に反
映されていることを確認したうえで、それ
に対する重要業績評価指標（Key Performance 
Indicators, KPI）を示す。また、成果をモニタ
リングするための業績指標を設定する。KPI
やモニタリング指標は、指定管理者の活動か
ら何を期待しているのかを明らかにし、指定
管理者にそれを周知する手段である。更に、
期待するレベルを明確にしておくと効果的に
管理を実施できる。レベルを示されると、そ
れが目標値となり、目標管理の遂行にもなる。
（3）モニタリングを行い、活動が適切かつ効
果的に実施されているかを検証・評価し、継
続的にチェックする。モニタリングの結果は
期中・期末に関わらずフィードバックされ、
計画や活動の改善につなげる。モニタリング
を効果的に活用してシステム運用や改善の推
進力とする。また、モニタリングで明らかに
なった問題点は、速やかに地方公共団体・指
定管理者双方が把握し、リスクコントロール
を図る。（4）成果の評価は客観的かつ公正に
行う。評価の公正さと継続的採用は両者の信
─ 34 ─
環境と経営　第22巻　第２号（2016年）
頼関係の醸成に深く関わる。信頼関係は、指
定管理者制度に立脚する活動の基盤である。
　協力関係の構築には活動に関する情報を共
有することがまず重要である。マネジメント
システムを有効に機能させるには、情報を
有効に伝えることである。情報の伝達は組織
内および組織間のコミュニケーションともな
る。情報の伝達を有効かつ効果的に運用する
コミュニケーションシステムを構築しておく
ことはマネジメントシステムの成否にかかわ
る。コミュニケーションを通じ、地方公共団
体がイニシアティブをとり、指定管理者の能
力の開発と向上を支援することも必要なこと
である。
　日々の活動において生じる問題点を共有
し、協力して解決にあたることが協力関係を
強くする。問題を、指定管理者が独自に解決
できる事柄、地方公共団体が指導することで
解決する事柄、および地方公共団体が解決に
乗り出す事柄に区別して対策に当たる。短期
的に改善できるものと、解決に長期を要する
ものの区別も必要である。こうした問題解決
の活動に、地方公共団体と指定管理者が情報
伝達を密にし、適切に役割分担をし、協力し
て対処する。
　指定管理者側からの積極的な協力もまた必
要である。指定管理者は、マニュアルに示さ
れた事業を完ぺきに行うだけではなく、日々
変化する環境の中の現場で気づいた様々な事
柄に対して、所管担当部署に情報を報告する
よう心掛けねばならない。現場からの情報を
収集し、かつ地方公共団体へアウトプットす
るためのコミュニケーション・システムを構
築する。地域住民や施設利用者の満足度や要
望を調査し、住民との良好な関係を構築する
と同時に、施設へのニーズの変化などを地方
公共団体にフィードバックさせる手段とな
る。現場情報の一つ一つが、地域行政にかか
わるトップの意思決定に反映されるからで
ある。情報を共有することは情報の非対称性
を軽減していくことができ、情報の非対称性
から生じる諸々の問題点を封じることができ
る。このように情報を共有することから相互
依存性を高め協力体制を固めることにより、
組織間の協働が実現することになる。また、
上述の信頼関係が醸成されることにより、相
互依存度が高まり、協力関係はスムーズにか
つ深く構築され、より良好な活動の推進力と
なる。
　競争関係は、適度な緊張関係を生み、人や
組織の能力向上にとって必要である。指定管
理者制度において競争関係は程度の差はある
ものの地方公共団体と指定管理者の両者に存
在する。地方公共団体は民間の事業者から指
定管理者になるべく応募されるかどうか、事
業者は地方公共団体から指定管理者として採
用されるかどうか、両者ともそれぞれの選択
の対象として競争状況下にある。それぞれは
選択されるよう、自己の差別化を図らねばな
らなくなるが、とりわけ、指定管理者側の事
業者間の競争は激しくなる。事業者の競争の
存在は、指定管理者（事業者）から積極的な
協力を引き出す要因となる。採用時点および
継続の時点において取引を失う脅威は、より
高い成果に向けての指定管理者側の一層の努
力を生むことになるからである。長期採用は
安定性を増し高い信頼関係を生むことはでき
るが、競争の存在することにより、両者に適
度な緊張関係が生まれ、馴れ合いから生まれ
るニグレクトを防止することができる。馴れ
合いによるマンネリズムは、地方公共団体お
よび指定管理者にとって居心地の良い環境で
はあるが、マンネリズムから生まれる向上心
の喪失、独創性の喪失、既存権利意識などに
よって地域住民が被る機会損失は大きい。競
争関係の喪失した指定管理者制度は、施設運
営の硬直化を生み、地方公共団体の指定管理
者へのモニタリングを弱体化させ、運営の発
展性を失う。公的施設の運営は公共の福祉の
ためにあらねばならない。安定性と緊張関係
は表裏一体の関係であり、緊張関係から生じ
る大きな努力が導いた能力の向上が、結果と
して継続採用の安定性をもたらしていること
を忘れてはならない。
Ⅶ．結論
　社会が成熟し、仕組みが複雑化していく中
で、地方公共団体の設置する施設は多様化し、
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求められるサービスの種類、質および量も増
していった。そうした環境の中で、公の施設
の管理運営を適切にアウトソーシングするこ
とは、地域の公共福祉の向上と深くかかわる。
民間事業者による公的なサービスは既に存在
し、我々の生活に深く入り込んでいる。例え
ば、ごみ収集事業、学校や高齢者への給食サー
ビス、介護サービス、保育サービスなどであ
る。官か民かの硬直した考えよりも、より効
果的な社会の仕組みを柔軟に構築していくこ
とが何よりも重要である。地域のマネジメン
トをどのように考えるかは、地域の社会福祉
の在り様に大きく関わる問題である。
　指定管理者制度は、地方公共団体に組織間
マネジメントの必要性を生じさせた。地方公
共団体には、指定管理者をマネジメント・コ
ントロールする能力が求められるようになっ
た。組織間マネジメント・コントロールを高
度に達成するかどうかは、今後の行政の課題
である。
　本論では、地方公共団体が設置する公の施
設の運営を委任された指定管理者と、地方公
共団体との間のマネジメント・コントロール
に焦点を当て、その在り方を考察した。マネ
ジメント・コントロールとは、組織の戦略を
遂行するプロセスであり、情報を用いて、他
者に働きかけ成果の達成を図ろうとするもの
であると捉え、指定管理者制度に投影した。
　指定管理者制度は、経営機能と業務機能を
垂直的に分化し、権限と責任の委譲を行うも
のであり、指定管理者マネジメントシステム
が地方公共団体マネジメントシステムより影
響を受けながら自律的に機能する重合的マネ
ジメントシステムとなる。
　権限と責任の委譲により、施設を所管する
担当部署は施設間の資源配分や全体の目標・
方針を決定する意思決定業務に集中すること
ができ、指定管理者に委ねられた施設の管理
は、迅速に弾力的に環境の変化に対応するこ
とができ、施設の維持管理水準および提供す
るサービスの水準を向上させコストの縮減を
図ることができると考えられる。
　しかしながら、地方公共団体と指定管理者
間には利害の対立が少なからず存在し、かつ、
情報の非対称性が生じる。そこから派生する
問題点、すなわち上層部の経営意思決定や指
定管理者の評価の妥当性に支障が出ること、
指定管理者の報告において数値の操作やス
ラックを生じさせること、指定管理者の機械
主義的な行動に対する疑念が想定されうる。
　地方公共団体による指定管理者に対する組
織間マネジメント・コントロールは、「信頼関
係」、「協力関係」、および「競争関係」が相互
に関連しあい相乗効果を生むことで成り立つ
と考える。信頼関係を醸成するために、まず、
地域行政の理念および施設のミッションを互
いに共有し、共にミッションを果たすという
意識を持つことが基本となる。指定管理者の
活動成果に対しては、客観的かつ公正に評価
できる体制を築き、評価の結果は継続的採用
と連携させる。指定管理者は、良い評価を得
ようと能力の向上に自ら努力し、その結果、
高い成果を示すことに成功し、採用が継続さ
れる。長期の採用は、施設運営への更なる理
解を増す。このようなメカニズムの中で、強
い絆と信頼関係が醸成されることとなる。
　協力関係の構築には活動に関する情報を共
有し、課題の解決に協力し合う。情報伝達の
ためのコミュニケーション・システムを構築
する。指定管理者は現場の情報を地方公共団
体に伝え、情報の非対称性を軽減するよう努
める。また、地方公共団体も指定管理者の能
力の開発と向上を支援する。
　競争関係は、適度な緊張関係を生み、人や
組織の能力向上への努力を促す。能力の向上
による高い成果の達成は、指定管理者の長期
採用につながり、また、地域の公共的福祉を
高めることとなる。
　「信頼関係」、「協力関係」、「競争関係」を喪
失した指定管理者制度は、組織の硬直化、内
向き、利己的、機会主義的な制度運営となり、
施設は発展性を失い衰退する。このようなこ
とのないよう関係者は高い意識を持ち、施設
運営に臨まねばならない。
　本稿では、指定管理者制度におけるマネジ
メント・コントロールについて分析してきた
が、指定管理者制度の更なる効果的な運用を
指向するためには、業績評価システム、モニ
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タリング制度、指定管理科などの多くの課題
について取り組む必要があると思われる。実
態調査を含め今後の研究課題としたい。
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